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１．はじめに

毎年世界中で多くの自然災害が発生している。発生に関する情報はテレビ、インターネット、新聞等から収集するが、特に遠隔地で発生した災害については、緊急の救助救援活動を行うための十分な情報を収集するのに多大な時間を要する。救助救援活動の実施に当たっては災害発生場所や被災中心地の特定、被害規模の推定が必要であり、そのために迅速な情報収集が必要とされる。国内で発生した災害においては、発生直後から、場合によっては発生前から詳細なニュースが流れるなど、誰もが詳細な状況を把握することが可能である一方、海外の災害情報は主にテレビや新聞、インターネットで収集することとなる。しかしながら、災害の名称が統一されていない状況では必要な情報を収集するのに多大な時間と労力が必要となる。数年後に災害研究をする際にはそれが一層困難となる状況であり、このような情報収集を容易とするため、世界災害共通番号（GLIDE）を提案した（荒木田・村田、2002）
。

さらにインターネットではYahooやGoogle等のサーチエンジンがよく知られており、これらを用いて災害情報を検索することができるが、ここで得られる情報の発信元は様々で内容も玉石混合であり、信頼性の高い情報を収集するためにはいくつものサイトを訪問して情報の収集と比較吟味を繰り返す必要がある。

２．災害情報管理の現状

1）世界の災害情報

世界中で発生した災害情報については、ベルギーのルーベンカソリック大学災害疫学研究センター(CRED: The Centre for Research on the Epidemiology of Disasters)が保有するEM-DAT
において、1900年以降世界中で発生した主要な自然災害、人為災害についての統計データ12,000件以上が網羅的に整理されており、インターネット上に公開されている。国連においては人道問題調整事務所(OCHA: Office for the Coordination of Humanitarian Affairs)の災害情報事務所(Relief Web)
において、世界中で災害が発生すると速やかに情報発信が開始されている。また、地域における災害情報としては、アジア防災センター(ADRC: Asian Disaster Reduction Center)
は1998年発足以降のアジア地域の自然災害を登録しており、中南米においてはラテンアメリカ防災ネットワーク（LaRED: Latin America by the Social Studies Network for Disaster Prevention)が開発したDesInventar
が中南米15カ国の自然災害及び人為災害を登録している。

一方で、ミュンヘン再保険(Munich Re)のNatCatは西暦79年以降の自然災害を15,000件以上登録しており、スイス再保険(Swiss Re)のSigmaは1970年以降の自然災害及び人為災害を7,000件以上登録しているが、これらの登録情報は一般に公開されていない
。

上記の災害情報データベースは、それぞれ立場の異なる機関（大学、国連、NGO、再保険）によって構築されており、対象とする災害の種別や発生場所だけでなく、災害の規模も大きく異なる（表１）。このため、同じ災害が登録されているとは限らず、また主たる情報源も異なることから同じ災害についても被害数が異なって登録されていることが多い。

表１　主な組織の災害情報データベースの登録基準
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２）日本の災害情報

昨年度より内閣府、アジア防災センター、人と防災未来センターが連携して日本の自然災害情報の整理作業を開始している。

(1) 対象とする災害

　収集整理する自然災害は、これまで内閣府において蓄積されていた資料が理科年表の基準に準拠していたため、理科年表の下記の基準をベースとした。

①台風・大雨・大雪・強風など

・死者・行方不明が下記以上のものを基準とする。

1950年まで：100人、1965年まで：50人、1975年まで：25人、
1985年まで：15人、1985年以降：5人

②干害・例外・凍霜害など

・被害のおおきいもの

③噴火災害

・死者、負傷者、その他の被害が発生したもの

④地震災害

・気象庁が決定したM6.0以上の地震

・死者、負傷者、その他の被害が発生したもの

(2) データベースの内容

①情報源

旧国土庁防災局においては、昭和61年度から「防災情報ライブラリーに関する調査」を開始し、平成10年度までに国内の過去災害の統計、防災に関する様々な関連情報が報告書としてまとめられており、その報告書及びその際収集された基礎データをベースとした。

さらに、平成１１年度以降の災害については、下記から必要数値を引用した。

・理科年表

・総務省消防庁災害情報（消防庁ホームページ）

②収集・整理したデータ

　最終的なデータベースの構成は、災害の発生日時、名称、発生箇所、人的被害(死者、行方不明、けが人、被災者)、建物被害、被害額(項目別)、国の対応状況など詳細にわたるが、これまでの資料等に保存される基準・項目が必ずしも明確でなかったことなどから、特に古い災害については、空白欄が多数存在している。

　また、国際的に情報共有するために下記の情報を付加した。

・GLIDE番号

・災害名の英語名

・被災地域の英語名
・地震の震源情報（東経・北緯）
　　③データの公開
現状では、収集整理したデータに重複や情報源による相違、不明箇所等が多数存在しており、今後、それらをさらに精査した上でインターネット上に公開していくこととしている。
３．災害情報管理の方策

１）GLIDE推進のための取り組み

2001年3月にキャンベラで開催されたGDIN(Global Disaster Information Network)において世界災害共通番号(GLIDE)プロジェクトを発表したのち、GLIDEの推進について以下のような活動を行ってきた。

· ６回の主催国際会議

· GLIDENUMBER.netの開設(http://glidenumber.net)

· GLIDE Searchサービスの開始（現在登録はADRCとRW）

· GLIDE普及啓発用ポスター・パンフレットの作成

· 国際会議、学会等での発表等

２）GLIDEフォーマットの変更

GLIDEは、災害種別コード（２桁）－西暦年（4桁）－年毎連番（４桁）－国番号（３桁）から構成される。2002年１月から運用を開始する中でフォーマットの変更が必要であると認識されたため、以下のように変更を行った。

· 災害種別コード

GLIDEで使用する災害種別コードは、発生原因・場所・時期が異なる等の理由から以下のように改善を提案した。WMOによる精査を受けた後の国際会議で承認を受け、2004年から適用を開始する予定である。なお、西暦年と年毎連番を同一にして、１つの災害に対して複数の災害種別コードを設定することも可能とした。

表２　災害種別コードの改善案（WMOの精査前）

	現在
	今後

	DR
	Drought
	DR
	Drought

	ET
	Extreme Temperature
	CW
	Cold Wave
	HT
	Heat Wave

	ST
	Wind Storm
	ST
	Wind Storm
	CY
	Cyclone

	
	
	HU
	Hurricane
	TY
	Typhoon

	FL
	Flood
	FL
	Flood

	SL
	Slide
	SL
	Slide
	AV
	Snow Avalanche

	VL
	Volcano
	VL
	Volcano

	EQ
	Earthquake
	EQ
	Earthquake

	WV
	Wave/Surge
	TS
	Tsunami
	WV
	Wave/Surge

	EP
	Epidemic
	EP
	Epidemic

	IN
	Insect Infestation
	IN
	Insect Infestation

	WF
	Wild Fire
	WF
	Wild Fire

	OT
	Other
	OT
	Other

	

	CE
	Complex Emergency
	CE
	Complex Emergency

	AC
	Accident
	AC
	Accident


· シリアル番号の桁数の追加

　GLIDEの前身となったEM-DATは表１に示したように比較的大規模災害を対象としているため年間の登録災害数が数百であったが、GLDIEプロジェクトに参加する各組織が必要とする災害すべてに対して新しいGLIDEを発行するため、GLIDE自身は登録基準を持っていない。このため、年間登録数が数千からそれ以上になる可能性を考慮し、年毎連番の桁を４桁から６桁に変更することとした。この変更は2004年から適用される。

· 国内管理コード

　GLIDEの構造は、災害種別、発生年、年毎連番、国コードの４つからなっている。国際的な災害管理コードとしてはこれで十分であっても、国内の災害管理に使用するには不十分であることが指摘されていた。例えば2003年の台風10号（ETAU）は九州・四国から北海道まで広い範囲で被害を及ぼした災害であるが、これをGLIDEで表示すると「ST-2003-0388-JPN」であり、各県の被害を個別に整理するには管理コードを追加する必要がある。このため国内の災害データベースにおいては、国コードの後に数字３桁の県コード、必要があればさらに数字３桁の市町村コードを使用できることとした。これによると、同台風による北海道の被害については「ST-2003-0388-JPN-001」、高知県の被害については「ST-2003-0388-JPN-039」と別々に管理することができる。

また、外部から「ST-2003-0388-JPN」の災害について問い合わせがあった場合には、前方一致で該当する複数のデータを返すか、「ST-2003-0388-JPN」で統合されたデータを返すプログラム構造にしておく必要がある。

４．GLIDEの自動生成管理

GLIDEはCREDにより週１回関係者へ周知されると共にCREDのウェブページで発表されてきたが、災害発生時の迅速な情報共有の必要性が指摘され、GLIDEに参加する組織によって登録を必要とする災害のレベルも異なることから、ウェブ上で登録・管理・周知を行うシステムの設計を行った。

(1) 情報共有のための時間短縮 “GLIDE Generator”

“GLIDE Generator”は、関係機関の担当者がGLIDEを構成する各要素（災害コード、年コード、及び国コード）及び災害の特定を容易とする各種情報（日時、場所、種類、被害の概要等）を指定することで自動的にGLIDEの生成を行う機能を用意したウェブページである。

(2) GLIDE管理（削除・統合）“GLIDE Manager”

“GLIDE Manager”は、GLIDEを管理する機関が既存のGLIDEの管理を行う機能を用意したウェブページである。管理の具体的な項目としては、以下のようなものが考えられる。

1 GLIDEの削除（例えば既にGLIDEが付与されている災害について、新たなGLIDEを生成してしまった場合）

2 複数GLIDEの統合（例えば同一起因による複数の災害が異なるGLIDEを付与されていた場合）

なお、“GLIDE Manager”は、GLIDEの管理機関のみが使用し、GLIDEの管理機関以外の関係機関及び一般には公開されないウェブページである。

(3) GLIDEの迅速な通知“GLIDE Report”

“GLIDE Report”は、新たなGLIDEの生成や既存のGLIDEの削除または統合に関する情報を電子メールによって受信するためのユーザ登録申請、及びユーザ抹消申請を行う機能を用意したウェブページである。なお、ユーザ登録には特に制限を設けず、任意の機関または個人が、GLIDEの生成・削除・統合に関する最新情報を電子メールで取得する。

“GLIDE Report”を用いたユーザ登録時には、以下のような電子メール取得に関する諸条件を任意に設定する機能を用意する。

1 GLIDEの災害コード（任意の複数の災害コードまたは全ての災害コード）

2 GLIDEの国コード（任意の複数の国コードまたは全ての国コード）

3 電子メールの受信間隔（毎日・1週間毎・1ヶ月毎等）

4 新たなGLIDE生成時の即時通知（上記①及び②で選択した条件を満たすGLIDEが生成された時のみ・生成された全てのGLIDE・不要）

“GLIDENUMBER.net”には、“GLIDE Report”を用いたユーザ登録条件に従って、“GLIDE Generator”及び“GLIDE Manager”によるGLIDEの最新情報を記載した電子メールを自動的に配信する機能を用意する。

５．まとめ

災害を管理する共通番号としてのGLIDEの認知度は高まりを見せつつある。気象庁の太平洋台風センターがGLIDEへの協力を表明し、WMOはさらに気象災害についてのカテゴリー分けについて提案する予定である。国連のISDRは防災情報管理方策として推進することを表明し、UNDPは発展途上国の防災情報データベースを、GLIDEを用いて構築支援することを表明している。また、国際赤十字社赤新月社連盟の世界災害報告２００２においても、GLIDEについて、コラムが掲載された（日本語版P190、第８章）。
今後、マスコミ情報、衛星画像、被災現地画像をもGLIDEで串刺し、災害関係機関の迅速な情報収集や災害分析に役立てたい。
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� http://www.adrc.or.jp/
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